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報道関係者 各位

平成 21年 10月 16日

厚生労働省健康局結核感染症課

照会先 :中 嶋、江浪

(電 話 )090-7809-4661
※厚生労働省において一般の方からの電話相談窓口を

開設しております。(10:00～ 18:00)

03-3501-9031

本日、各都道府県、保健所設置市、特別区に対して、別紙のとおり、事務連絡「新型イ

ンフルエンザによる外来患者の急速な増加に対する医療体制の確保について」を発出し

ましたので、お知らせいたします。
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平成 21年 10月 16日

衛生主管部 (局)御中

厚生労101省新型インフルエンザ対策推進本部

新型インフルエンザによる外来患者の急速な増加に対する

医療体制の確保について

インフルエンザ定点医療機関あたりの報告患者数が 10を超えている一部の

地域 (別紙)では、救急当番の小児科外来などを中心に受診者数の増加が顕著

になってきています。今後、このような傾向は新型インフルエンザの流行拡大

とともに、全国的に認められるようになるものと考えられます。このため、各

都道府県、保健所設置市、特別区においては、医療体制の確保のため、下記に

ついて対応を検討 していただくとともに、地域住民への普及啓発及び医療機関

等への周知徹底をお願いします。

記

1 各都道府県等における対応

(1)地域の医師会、薬剤師会等との協力について

以下の (ア )～ (工)について、地域の医師会、薬剤師会等に対 して協

力を依頼する等の対応を検討すること。

(ア )地域の診療所及び薬局における診療時間の延長

(イ )輪番制等による救急医療機関への支援

(ウ )電話相談体制の充実

(工 )電話診療によるファクシミリ等での処方及びそれに基づく調剤の実施

(2)治癒証明書等の意義に関する周知

地域の事業者等に対 し、インフルエンザの軽症患者であれば、解熱後 2

日を経過すれば外出の自粛を終了することが可能であると考えられてお り、

従事者等の再出勤に先立って医療機関を受診させ治癒証明書を取得させる

意義はないことについて、周知すること。

また同様に、症状がないにもかかわらず、新型インフルエンザに感染 し

ていないことを証明するために、医療機関を受診させ簡易迅速検査や PCR

検査を行 う意義はないことについても、周知すること。

なお、外出を自粛する期間については、新型インフルエンザであること

が明らかな場合や、地域で新型インフルエンザが流行 している場合は、解

熱後 2日 間が経過 していたとしても、できる限り、発症 した日の翌 日から

7日 を経過するまでとすることが望ましいこと。

(3)流行状況等の把握及び受入調整等

地域におけるインフルエンザの流行状況及び医療機関の対応状況につい

て把握 し、必要に応 じて、地域の医療機関間及び隣県との患者の受入調整

等を行 うこと。

2 医療機関等への周知

各都道府県等においては、以下の (1)～ (3)について、医療機関等ヘ

の周知徹底に努めること。

(1)診療時間の延長の取扱い

診療時間の延長にあたつては、一時的なものについては、医療法に基づ

く変更の届出は必要ないこと (別添 1)及び新型インフルエンザに対応す

るため診療を行う場合については、診療報酬及び調斉J報酬上の時間外加算

が算定できること (別添 2)。

別添 1 平成 21年 10月 9日 「新型イ ンフルエンザヘの対応 のための外来開設 に係 る医療法上の

取扱いに関す るQ&Aに ついて J

別添 2 平成 21年 9月 15日 「新型イ ンフルエ ンザに係 る保険医療機関の時間外診療等について」

(2)簡易迅速検査の必要性

臨床所見や地域における感染の拡がり等の疫学情報等から総合的に判断

した上で、医師が抗インフルエンザウイルス薬による治療の開始が必要 と

認める場合には、治療開始にあたつて簡易迅速検査や PCR検査の実施は必

須ではないこと。また、診療報酬及び調剤報酬上も、抗インフルエンザウ

イルス薬の投与にあたり簡易迅速検査の実施は必須でないこと。



(3)電話診療によるファクシミリ等での処方及びそれに基づく調剤

各都道府県の判断により、慢性疾患等を有する定期受診患者等について

は、感染源と接する機会を少なくするため、電話による診療により診断で

きた場合には、診療 した医師はファクシミリ等により抗インフルエンザウ

イルス薬等の処方せんを患者が希望する薬局に送付することが可能となる

こと。

3 地域住民への普及啓発について

各都道府県等においては、以下の (1)～ (5)について、地域住民への

普及啓発に努めること。

(1)かかりつけ医師と発熱時の対応についてあらかじめ相談しておくこと。

(2)夜間休 日時間帯における、小児救急電話相談事業 (#8000)も 含め

た電話相談窓口を活用すること。

(3)救急外来時間帯における救急以外の外来受診を控えること。

(4)症状がないにもかかわらず、念のための検査目的での外来受診を控える

こと。

(5)あ らかじめ医療機関に電話をかけてから受診すること。

(別紙)

インフルエンザ定点当たり報告数・都道府県別 2009年 第41週 (10月 5日 ～11日 )
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